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第15回アジア競技大会(2006/ドーハ)
情報戦略チーム活動報告
報告者　久木留毅(文学部)
第15回アジア競技大会(2006/ドーハ)
が､中東のカタール･ドーハにおいて12月1
日より15日まで39競技424種目実施された｡
日本は､選手628名､役員183名､アデイツ
ショナルオフィシャル96名､合計907名の選
手団を派遣した｡筆者は､日本オリンピック委
員会(以下JOC)本部員･情報戦略チームリー
ダーとして参加した｡その活動内容について報
告を行う｡
はじめに
JOC情報戦略活動は､日本が国際競技大会で
勝つために情報の収集･分析･提供を大会前･
中･後において実施し､国際競技力向上に繋が
る戦略を立案し推進する役割がある｡第19回
オリンピック冬季競技大会(2002/ノルトレーク)
より開始したJOC情報戟略活動は､第15回アジ
ア競技大会(2006/ドーハ)において5回臼を
迎えた｡今回の活動は､これまでの経験を踏まえ第2
7回オリンピック競技大会(2008/つと京)向けて､
JOC情報戟略活動の体系を完成させることを目
的に実施した｡
今回は大きく分けて､以下の3拠点体制で情
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報戦略活動を実施した｡
1)ドーハ選手村内: 2名
2)ドーハ選手村外: 3名
3)東京Jプロジェクト※ (以下東京J) :10名
※国際総合競技大会時にJOCとJISS (情報研究部)
が共同で設置(国立スポーツ科学センター内)
し､各種情報の収集と分析を行い現地のニーズ
に応えるバックアップ体制｡さらに､大会時に
現地情報を多面的に国内に配信している｡
1 ) 【ドーハ選手村内活動】 JOC･NFリレーション､
情報サービス機能
①日本選手団本部(役員) -の情報提供
村内外､東京Jで収集･分析された情報を基
にして日本選手団の実力を的確に把握し役員
に報告し､各種の意思決定に関与した｡
②日本選手団本部(役員)役員の情報ニーズの
把握とフィードバック
各役員が必要と思われる情報を把握すると
共に､北京オリンピック､次回アジア競技大
会に有益な情報を収集した｡
図 1 第 '5 回アジア競技大会 (2006/ ドーハ)
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③本部役員会での情報提供
毎朝の役員会で、村内外 ・東京Jで収集し分
析を加えた情報を適時、役員版ニュースレ
ターにまとめ配布し説明を行った。
④各NF .選手への情報提供
村内外 ・東京Jで収集し分析を加えた情報を
ニュースレターとして配布した。
⑤メデイカルスタッフとの連携
メデイカルスタッフと連携し、選手、競技
団体スタッフからの要望を収集した。さらに、
メデイカルスタッフからも次回以降の大会に
向けて情報収集を行った。
⑥ネットワーク環境の整備と提供
各競技団体スタッフ、選手を対-象として
ネットワーク環境を整備すると共に、映像
サポートとして各競技団体が必要と思われ
る映像の録画 ・力[1工を行い提供した 。
大会期間中の利用者数は、集計を取り始め
てから(1 1/ 2 8 ~ 1 2 / 15) 総利用者数
(のべ) 1085 名 (1 日平均 60 名)とな った。
今後、多様なニーズに応えるためには、ス
タッフの増員が必須である O
⑦ビデオ録画サービス
今大会および、北京オリンピックにおいて
対戦する相手のスカウテイングのための映像
を現地テレビ放映他から収録、提供する。
ビデオ録画要望団体
サ ッカー(男子 ・女子)、バスケッ トボール
(男子 ・女子)、テニス(男子 ・女子)、ピー
チバレー(女子)、ボート(男子 ・女子)、レ
スリング(グレコ ・フリー ・女子)、ラグビ一、
野球、ハンドボール(男子・女子)、自転車、
フェンシング(エペ)、馬術、ソフトテニス
(機材貸 出)、ウ ェイ トリフテイング(機材貸
出)、水泳 (飛び込み) (機材貸出) 、パドミン
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トン(機材貸出) 、スカ ッシュ(ダビング方法
教授)
まとめ
村内活動は、大きく 二つの機能がある D 一つ
は選手、競技団体スタ ッフ、役員、その他スタ
ッフとの連携を円滑に進め、その上で各種情報
の収集 -提供を行つことである。これを円滑に
進めるためには、選手、競技団体スタッフが集
まる場所を提供し競技団体連携を推進するため
にも情報ステーションの設置は必須である O さ
らに、今大会を経て、情報ステーションはメデイ
カルルームとの併設が望ましいことが理解でき
た。二つ目は、村内サービス機能である o これ
らは、インターネッ ト環境の提供とビデオ録画
サービス等である O 大会期間中を通して村内活
動は、日本選手団の機能向上に不可欠である O
情報戦略&メ ディ カjレルーム
選手村
選手村レストラン
2 ) 【ドーハ選手村外活動]情報センタ一、編集、
情報発信機能
①ニュースレター最終編集、村内へのニュース
レター配信
日本選手団本部役員ニュース レター 、チーム
ジヤノTンニュースレター
M :l -外関係者への情報提供 、ネッ トワーキング
3) 情報の収集 ・東京への配信
Sports -i (スポーツ関係者メー リングリス ト)
等を通じて、 ドー ハで収集した情報を提供。
ASPIRE (カタールナショナル トレーニングセ
ンター)の調査 。
D r. τ10m ぉ H∞k (センター長) ，Dr.Manfred L. 
Din ge rku s (医務部門長)とのミーテイング .
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く〉概要
2 0 4年オープン。最大受入れ数 100 名、
世界最大のナショナル トレーニングセンタ
現在、スタッフは 2 0 名。「世界 トップレベル
競技者を育成すること」ゃ 「優秀な人材を見つ
け、育てることJ を目的としている。
く〉重点種目について
(現在フットボール ，陸上，卓球，セー
リング，スカッシュ
* 将来的には、フェンシング、競泳などを含め
10 種目程度になる予定。
く〉施設
各競技専門競技場のほか、宿泊棟(ツイ
ン/ 12 0室) 、教育棟がある。低酸素 トレーニ
ング室は 20人が同時に トレーニングを行うこと
治宝できる O
大使館でのヒアリング
④インテ リジェンスの蓄積と発信
北京での応援体制について
日本人会の活用
北京や上海などの日本人会とのパイプを早
く築いておくことは極めて重要。その際、大
使館に日本人会窓口を問い合わせると よい。
JOC と日本人会との間で連携可能となるO
アタッシェの選定
JOC の各担当(広報 、レセプション、選手
村)の把握 、コンタク トパーソンとの連携を
円滑にするためには、少なくとも大会の l年
以上前にはアタッシェを選定するとよい。
開会式
まとめ
村外活動は、村内スタッフ、東京J、役丹、
MPC スタ ッフ等、そして、他の組織在外関係者
との連携を円滑に進め、その上で各種情報の収
集 ・提供を行うことが必要である O そこで、村
内外スタッフが集まる場所を村外に設置し、現
地情報、大会情報を集約し加工して提供するこ
とは有効であることが理解できた。今後も村-外
本部を設置し、上記の活動以外に 2016 年オリ
ンピック招致に向けた村外ロビー活動を行う
拠点としていくことも必要であろう O
3 ) [東京 Jプロジェク卜]各種情報の収集・
分析・蓄積、情報センター
n各種の情報分析、村内外への情報配信
大会前の各競技団体におけるメダル獲得力
分析の取りまとめを実施した。さらに、日本
のこれまでの成績をまとめて配信を行った。
。プレビュー レポートの作成 (1 2月1 日)
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〉アジア競技大会レビュー(1 990年~ 2002 年)
-アジアで圧倒的な強さを誇る中国
-広 島大会における日本第 2位は、非オリン
ピック種目の活躍によるもの
-日本の 金メダリストの割合は、カザフ、ウズ
ベクと大差ない
など
〉今大会の4~撒
-北京オリンピックを見据えた中国選手団の編
成戦略
-各国選手団における派遣員数の比較
.各国選手団における女性比率の変化
〉日本代表選手団の取り組み
D段況分析
。中間レポートの作成( 12 月7 日)
1.前 半戦におけるTeamJpan の戦いぶり
メダル獲得数の推移 (12 月 1 日 ~6 日)， 
金メダル獲得機会分析 (日中韓 比較)
マーケットシェア分析，競技レベル分析
1 アジア諸国レビュー~各国選手団構 成
III. 後半戦に向けて
注目競技プレビュー ボールゲームプレ
ビュー
N . 競技関連問題レビュー
本部役員レポート(日報) ，運営上の諸問題
。総括レポートの作成 (1 2月14日)
1.はじめに
1I.大 会成績分析
目標/ リザルト比較
北京オ リンピックシミュ レーション分析
(メダルテーブ ル2 008 (日中韓) ，競技別
にみるパフォーマンスレベル分析)など
皿.北 京大会に向けて
N . 北京につながる好材料北京に向けた課題
(役員 レポート分析)
3五ミ開情報の収集
まとめ
東京Jの活動は､大会時における各種情報の
収集と分析により現地情報スタッフのバックア
ップを行うと共に､公開情報と現地からの未公
開情報を蓄積し､次回以降に活かすことである｡
これまでの大会における活動から､東京Jの存
在なしに情報戦略活動を円滑に進めることはで
きない｡
最後に
第15回アジア競技大会(2006/ドーハ)
において5回目を迎えたJOC情報戦略活動は､
第27回オリンピック競技大会(2008/化京)
向けて､その体系を完成させることを目的に実
施した結果､選手村内､選手村外､東京(東京J
プロジェクト)にそれぞれ拠点を置いて活動す
ることで日本選手団の機能を向上に役立つこと
が理解できた｡今後の課題は､村外拠点の好立
地化と各拠点の人員確保が必須であろう｡
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